












形成過程 18-20 世紀の学説の検討を中心に (1) 









第 2編 「注意」概念から 「相当の注意」概念へ
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第1編 はじめに
第1章 問題の所在
































すようになった， あるいは，(2) 一般的概念である 「領域使用の管理責任原
則」と同じ， あるいは類似した原則となった， とされるものである。
(1)一定程度の手続き的義務については， 現在， 国際判例および国際文書












意見では， 国連海洋法条約の 「確保する」義務が 「相当の注意」義務である
と判示され， その 「相当の注意」義務の手続き的義務としての性質から， そ
の義務内容を条文だけではなく国際海底機構の採択した規則を参照して導い












論者らは 「領域使用の管理責任原則」が， 上述のような活動に対して， 条約
の特定の条文に基づかずに適用できることを主張する。 このとき， このよう
な条約に基づかない属人的なコントロ ー ルを根拠とした 「管理責任」の原則
は， 「相当の注意」義務あるいは 「相当の注意」基準， ひいては 「相当の注
意」原則と言い換えられる。 そして， このような原則のことを， 「 『相当の注
意』原則」と呼ぶに至る。
このような条約に基づかない属人的な 「管理責任」を 「相当の注意」義











する場合， 当該私人の犯罪の防止義務が関係国に課される (6)とされる。 この
(276) 
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国際法における 「相当の注意 (due diligence) 」概念の形成過程
とき， 領域国以外で私人が犯す国際法違反を防止すべき国家を決定させるた
















































本稿の目的を誤解なく達成するため， 本章では， まず現代の主な論者の 「相
当の注意」概念の捉え方を整理した上で， 本稿の位置付けを明確化する。 そ








Timo Koivurovaは， 「相当の注意(due diligence)」を一般原則と位置付け





り， 「相当の注意」を 「法主体の行為の義務」であるとする。 義務履行の判
断基準としては， 「主体が当該義務を履行したか否かを評価するにあたって
適用される基準は， 責任能力のある市民あるいは政府のそれ」であると表現















わゆる相当の注意原則(the principle of due diligence)」と表現している。 加
えて， 「相当の注意原則の射程」について， いわゆる 「 sic tuo utere (領域管
理）の原則の内容と射程」は相当の注意原則よりも多くの点において狭いた
め， 「別の原則として語られねばならない」と結論している (11)。
Joanna Kuleszaは， 「相当の注意」概念を幅広く検討するが， その中で，








Robert P. Barnidge Jr. も， 「相当の注意」概念を 「相当の注意枠組み
(due diligence framework)」や 「相当の注意原則(due diligence principle)」と
呼ぶ論者である。 Barnidge Jr. は領域国と接点を持たない非国家主体に対
する国際法原則の適用を肯定する立場から， 特定の条文が存在しなくとも適
用可能な原則として 「相当の注意原則」を位置付けている。
その実証として， 例えばアメリカ ーメキシコ 一般請求委員会の 「加害者を
逮捕および処罰するために適切な措置をとる」という判断については， これ
が 「相当の注意原則と関係する」と述べる。
このほかBarnidge Jr. は具体的な事例のなかで 「相当の注意」概念によ
って具体的な国家の行為が評価されることを 「相当の注意評価(due dili­
gence assessment)」と呼び， 「適切な措置をとる(take proper steps) , 知りな
がらこれを許容する(allow knowingly), 可能な限り満足のいくように(as
satisfactory as possible) , 適切な措置(appropriate measures)」などの用語は相
(280) 
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国際法における 「相当の注意 (due diligence)」概念の形成過程
当の注意評価を強調している例だという (14)。
国際法協会（以下，ILA)は， Due Diligence in International Lawと題さ
れたStudy Groupを設けており， 2014年3月に第1次報告書 (15)を， 2016
年7月に第2次報告書 (16)を提出している。
当該Study GroupのMandate(l7) によれば， 当該概念は， 「 17世紀に
Hugo Grotiusが学術的に創設した」ものであり， 「義務として， および国家
行為の規律として適用され具体化され始めるのは， 19世紀になってか
ら (18)」であるが， 近年は 「国際法における相当の注意の概念は， 多くの法





れる相当の 「注意」概念の 「共通性」あるいは 「一般性」(commonality)に

























る (20) 」のように， この文面だけを参照すれば， 「相当の注意」はある種の
「義務」を指しているように見えるという。
このほかStudy Groupは， 相当の注意と国家責任， 国際投資法， 国際人
道法， 国際人権法， 国際刑事法， 国際環境法， 海洋法との関係をそれぞれ扱
い， 各分野での 「相当の注意」の立ち位置をまとめている。 様々な法分野に
おいて適用される相当の 「注意」概念の共通性について， 第1次報告書の結








Oppenheim's International Lawの第9版(1992年）では， 私人の行為か
ら生ずる国家責任の文脈で 「相当の注意」概念が登場する。 本書では，「国
家責任の根拠はあらゆる状況に適用可能な唯一のものではなく， むしろ特定
の義務に応じた性質を持つ， 個別のものである (21) 」という立場をとってお
























James Crawfordが著したBrownlie's Principles of Public International 
Lawの第8版(2012年） (26)では， 複数の分野に 「相当の注意」概念が登場す






















ばならず， かつ予防原則， 環境実行， 環境影響評価の観点から実施されねば
ならない」という部分が引用されている。





々であり， このような状況の中で 「相当の注意の基準(The test of due dili­
gence)」が 「実際に最も適切なものとして一般的に受容されている基準 (28) 」
であると言及している。例としては， UNCLOS第194条（海洋汚染の防止措










国際法における 「相当の注意 (due diligence) 」概念の形成過程
ながら， 「相当の注意」概念に対する理解および分析の傾向については， 研
究者の立場を分類することができる。
具体的には， 少なくとも 「相当の注意」概念の（分野横断的） 一般性， あ
るいは射程についての姿勢で1つの分類が可能である。
(1) KoivurovaやBarnidge Jr. のように， ある 一つの 「相当の注意」概
念が個別の国際法分野にとどまる概念なのではなく， 国家責任法， 国際人権
法などの多くの分野で通底するものと考える立場。















そこで， 本稿においては， 現代国際法上使用されているが， 拡散が指摘さ
れる 「相当の注意」のそれぞれの用法を全て包摂するかたちで 「相当の注
意」概念を定義することとしたい。






概念。 またあるいは，(3) (たとえ支配領域の外であっても） ある一次義務を達
成させるために行使するよう要求される (29)行為基準， と3つの説明がなさ
れる。
本稿は， これらの3種類の 「相当の注意」を全て指す用語として， 「相当
の注意」概念を定義することとしたい。
すなわち， 本稿における 「相当の注意」概念とは， 「「相当の注意(due dil­
igence, diligence [仏] , notige Sorgfalt or gehorige Sorgfalt [独］）」と言及され，
国際法上の理論と関連して専門用語として機能する概念」である。 このなか






う。 このためには， 主権概念や国家責任法の理論の形成， 環境原則の理論そ
のものとは異なる何かとして， 「相当の注意」概念の形成を観念する必要が
















連付けられるところの， 例えば主権概念， 国家責任法の理論， 環境原則その
ものとは区別して， 「相当の注意」概念の形成史を追う必要がある。 形成の
過程を追うためには， 「相当の注意」概念に至る以前の検討対象が必要とな












として使用される 「注意」概念とは， 「あらゆる主体が， 他の客体に対して
向ける注意， 監視， 顧慮の概念であって， 国際法学上の議論と関係するもの
として言及されるもの」を指すものとする。
先の 「相当の注意」概念の定義も踏まえて本編の手法を改めて概括すれ
ば， 本編では 「相当の注意」概念（ 「「相当の注意(due diligence, diligence 
(287) 
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［仏] , notige Sorgfalt or gehorige Sorgfalt [独］）」と言及され， 国際法上の理論と関
連して専門用語として機能する概念」）と， 無印の 「注意」概念（ 「あらゆる主体










brueggeが 「相当の注意」概念はロー マ法上のculpa, dolus概念にまでそ





いて既に確認されていた， と述べている (31) 。
このような理解は， 国家責任法上の議論としては非常に示唆に富んでお
り， 必要十分な考察である一方で， このような先行研究において言及される
「相当の注意」概念とは， 国家責任法分野の議論上の 「過失」， あるいは， 国
内法上の相隣関係原則であるsic utere tuo ut al ienum non laedasから派生
した 「領域使用の管理責任原則」を指すものに他ならない。
























識のとおり， 近年の 「相当の注意」義務の用法について， 国家領域外の活動
に対して， 国家と私人との機能的連結を元に 「相当の注意」概念の適用が求








や，JamesBrown ScottやBelgianErnst N ysのように， Grotius以前の16
世紀 — 17世紀初頭の学者であるFrancisco Vitoria (c. 1480-1546) , Baltasar 
de Ayala (1548-1584), Alberico Gentili (1552-1608)に求める論者， あるい
は， 12世紀に転機を求めるWolfgang Preiserのような論者も存在するとこ
ろである (33)が， 本稿では国際法の起源を追うのではなく， 国際法の理論の




第1款Erner de Vattel 






James Brown Scottが編者となって刊行したVattelの 『国際法， すなわ
ち諸国民と諸主権者の行動および事務に適用される自然法の諸原則』(1758
年度版［第 1 版(35)]) を参照すると， 注意の概念について数通りの記述の仕方
がなされている。



















Nation consideree en elle-meme), 第2巻では，他者との関係に関する国家の
諸原則(De la Nation consideree dans ses relations avec les autres)を扱ってい
る。 また第3巻では戦争の諸原則(De la Guerre)を，第4巻では平和の回復



























摘される。 すなわち， 一定の損害をもたらしうる漠然とした 「事態」が対象
となっている (38) 。
第2の点について参考になるのが， 次の第23節， すなわちVattelが， 自
己の完全性(perfection)を損ないうるものからの防御および拒絶の義務を果
























第30節の記述からは， 2種の文脈で 「注意」概念が語られる。 前者は一
次規則， 後者はある義務（ここでは抑制義務）に対して向けられる誠実性の程
度を表す一つの指標であるように記述されている。 前者の一次規則というの











いる。 ここでも， 一定の関係に関して 「注意 」概念が表現されている (42)。
第 2 巻の第 2 章では， 他国との通商関係が説明される。 第 33 節において
は， 国家が通商の一部門を占有できる状況について説明がなされている。





いて， 「しかし， 生活の必需品， すなわち独占資本家が過剰な価格を提示す








第1に第 33 節における 「注意」概念は 「自国の平穏への憂慮(soin)」で
あり， 注意の客体は， やや漠然としてはいるものの， 自国国内の平穏である
と読み取れる。








第5章の第64節は， 「全ての国家は， 国家間の法を遵守(cultivate justice) 
し， 綿密にそれを監視し(observer), これに違反するようなあらゆる行動を
注意深く(avec soin)控えるよう厳格に義務付けられている (44) 」と述べる。
第33節においては具体的な義務の相手方が想定されているのに対し， 第
64節では具体的な注意の客体が想定されていない。 すなわち， これに違反
しうる全て(tout ce qui peut y donner atteinte)が注意の客体である。
(1-c)第3巻(Livre III) 
戦争法を扱う第3巻では， 第3 章において， 戦時における行為の正当化事
由について説明がなされる。
例えば第3章の第49節では， 勢力均衡を破る国家への対応の文脈におい
て 「注意」概念が用いられている。 すなわち， 「すべての国家は， 武力によ


















い。 これが， 国家が， 国家の防御に自らを晒してきた人間に対して負う配慮













が考察されている。 ここでは， 「司令を行う人間の利益と安全は， このよう
な［戦争法違反の］実行の導入を防止するため， あらゆる注意(tous leurs 
soins)を払うことを要求している (47) 」と説明されている。
第155節における注意の概念は， 反人道的行為を行わないための防止義務
として説明されている。 ここで 「あらゆる注意(tous leurs soins)を払う」と















「軍略を使用する際は， 敵に対する誠意だけでなく， 人類の法Oes droits 
de l'humanite)もまた尊重しなければならず， かつ， 人類に対して有害とな
りうるものを引き入れないよう注意しなければならない(il faut…… prendre 




















第13節は， 「 しかし， 公的な理由で自由を喪失してしまった最もとるに足
らない市民の解放のために， 最高の努力を尽くさなければならないというの
が国家に課せられた義務であるとしたら， このような義務は， その配慮およ
び注意Cles soins, les veilles) , 労働が共通の安全と幸福に捧げられるところ
の国家の主権者， 司令官の場合にはさらに強力なものとなる (50)」と述べる。














James Leslie Brierlyによれば， Vattelの主権概念は， まず国家論におい
て統治する人物と統治される人物との間の区別が強調され (51), そして自然
人のための主権概念を発展させ， 統治する側を擬人化し， 機構である国家に
自然人のための理論を転用した (52) ところに特徴がみられる。 これにより国




状態(state of nature)" から， 特定の権利および義務が存在する (53), という
主権概念の構成がなされている。








Martti Koskenniemiは， 責任という観点からVattelを評価している。 彼
は， あらゆる責任が2国間関係から生ずるという立場のル ー ツをVattelに






telの記述から確認できる。 たとえば， Vattelの 「国家全体， および個々の














を整理すれば， Vattelの記述は 「1カ国単独で成立する主権概念」と， 「対
外関係(Koskenniemiのいう客観的秩序）から生じる主権（的義務）概念」の観
点から分析できる。





第1 巻は国家自身に関する法原則を扱う。 よって第1 巻の 「注意」概念に
関する記述は， 「1 カ国のみで成立する 「注意」概念」と読み替えることが
可能である。













の義務を遂行するため， 「国家は自国を了知せねばならない(doit se con­
noitre elle-meme)」と題される。 そしてその内容では， 「この章を締めくくる









以上の記述からは， 2 点が指摘される。 第 1 に， 上述の注意の内容につい
て， 自国を利する行動が他国にとって有害であることへの考慮が示されてい
る点である。 第 2 に， いわゆる 「領域使用の管理責任」のような自国領域内
における了知義務が， 主権の排他性からではなく， 自国の完全性を維持する
などの自律的な義務の遂行の必要性から導かれている点である。













巻， 第2章の第33節 「 ［自国の］平穏に対する憂慮(soin)」という概念， お
よび第2巻， 第5章， 第64節におけるる 「互いに正義を啓発し， 誠実に遵
守し， これに違反しうるすべてを 「注意深く(avec soin)」控えるよう， 厳
格に義務付けられる」という概念の2 つである。
第2章の第33節は， 「 ［自国の］平穏に対する憂慮(soin)」によって， 国
家が貿易の一部門を独占する権利について述べられている。 これは多数国間




がなされている。 すなわち， 「全ての国家は(Toutes les Nations)」「互いに正









してきた人間」に対する 「配慮(soin)」， および同章第155節では， 戦争法
違反の実行をしないよう， 国家が 「司令を行う人間の利益と安全」という観
点から， 「あらゆる注意を払うことを要求」されること， および第10章で














































すなわち， Vattelにおける国際法上の国家の 「注意」概念は， 1カ国のみ
で成立するもの， および2カ国以上との関係を考慮するものの 2つに分類さ
れうる。







て他国が想定されている 「注意」概念， 2つ目は全国家を拘束する， 自然法
的な義務から導かれる 「注意」概念である。
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